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説 明 書 

   

放射線影響研究所・広島大学合築建物実施設計・監理業務に係る参加表明書及び技術提案書の提出に関

する詳細は下記によるものとする。 

 

記 

 

１ 公示日  2023年 4月 3日（月） 

   

２ 発注者  公益財団法人 放射線影響研究所   

 

３ 業務概要      

（１） 業務名   放射線影響研究所・広島大学合築建物実施設計・監理業務  

（２） 業務内容  放射線影響研究所及び広島大学合築建物の新営工事に於ける建物実施設計業務 

及び施工監理業務 

（３） 履行期間(予定) 

（設計業務 契約締結日の翌日から2024年1月31日） 

（監理業務 2024年5月１日から2025年9月30日） 

（４） 業務の詳細説明  別紙の「実施設計・監理業務委託特記仕様書」のとおり  

（５） その他     

本業務は、温室効果ガス等の排出の削減に配慮する内容をテーマとした技術提案を求め、技術的に

最適な者を特定する。 

（６）予算額（契約限度額） 233,000,000円（消費税及び地方消費税含む） 

 

４ 担当課  

〒732-0815  広島県広島市南区比治山公園5-2 

公益財団法人 放射線影響研究所 事務局用度課（吉村・安原） 

 ＴＥＬ  082-263-2477 ＦＡＸ  082-261-3133 E-MAIL supply@rerf.or.jp 

※本プロポーザルに関する質疑は、件名に「【プロポーザル質疑】事業者名」と記載した電子メールにて行うこ

と。 受付期間経過後の質疑及び指定した方法以外での質疑は一切受け付けない。 

 

５ 選定方針 

（１） 審 査 方 式 受注候補者の選定は、二段階審査方式で行う。 

（２） 審 査 主 体 参加申込書及び技術提案書等の審査は、当研究所が設置する委託業務審査委員会 

(以下「審査委員会」という。)において行う。 

（３） 第 １ 次 審 査 参加申込書等の内容について書類審査を行い、５者程度を選定する。 

（４） 第 ２ 次 審 査 第１次審査で選定された者から提出された技術提案書等の内容について、ヒアリングを 

実施したうえで評価を行い、受注候補者１者及び次席者１者を特定する。なお、第１次 

審査における審査結果(採点)は、第２次審査に持ち越すものとする。 

（５） そ の 他     審査委員会の委員構成については、審査の公正性の観点から、公表しないものとする。 

 

６ 参加表明書及び技術提案書の作成様式及び記載上の留意事項 

「参加表明書作成要領」及び「技術提案書作成要領」のとおり 

 

７ 特記仕様書、設計図等の閲覧 
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本プロポーザルに参加予定の者に圧縮ファイルのパスワードを通知する。 

記名押印済み「秘密保持誓約書」（別紙１）の写しを、上記4の担当課まで電子メールにて送付すること。 

 

８ 受注資格の喪失     

本件業務を受注した建設コンサルタント等（協力を受ける他の建設コンサルタント等を含む。以下同じ。）及

び当該建設コンサルタント等と資本若しくは人事面において関連を有する製造業者及び建設業者は，本

件業務に関するすべての建設業務の受注資格を失う。 

 

９ 技術提案書の提出者に要求される資格   

次に掲げる条件を全て満たしている単体又は次に掲げる条件を全て満たしている2者以上の者により構成

される共同体であること。 

①  国における令和5年度設計・コンサルティング業務の競争参加資格の認定を受けている者であること。

（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申立てがなされている者については、手続

開始の決定後に競争参加資格の再認定を受けていること。） 

② 経営状態が健全であること。 

③ 不正又は不誠実な行為がないこと。 

④ 2008年度以降に完成・引渡しが完了した鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の5階建て以

上且つ設計対象延べ面積3,900㎡以上の建物で新営工事の設計業務の実績を有すること。 

⑤ 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていること。 

⑥ 広島県内に本店、支店又は営業所が所在すること。(緊急事態宣言等が出された場合でも対応可能な

こと) 

⑦ 一級建築士の資格を有する技術者を当該業務に配置できること。 

⑧ 公益財団法人放射線影響研究所 反社会的勢力への対応に関する 規程 第 2 条に規定する反社会

的勢力に該当しないこと 。 

 

１０ 技術提案書の提出を求める者を選定するための基準   

（１） 企業の技術力、実績【審査のウェートは100分の30】   

資格、同種又は類似業務の実績、企業の信頼性・社会性 

（２） 担当技術者の能力【審査のウェートは100分の70】  

資格及び経験、技術研鑚への取り組み、同種又は類似業務の実績 

 

 １１ 技術提案書を特定するための評価基準    

（１） 企業の技術力、実績【審査のウェートは100分の8】 

資格、同種又は類似業務の実績、企業の信頼性・社会性 

（２） 担当技術者の能力 【審査のウェートは100分の19】 

資格及び経験、技術研鑚への取り組み、同種又は類似業務の実績 

（３） 業務の実施方針【審査のウェートは100分の30】  

業務内容の理解度、実施方針・工程の妥当性 

（４） 課題についての提案【審査のウェートは100分の39】 

提案の的確性、技術提案の内容、説得力、独創性 

① 施設の機能・品質確保・コスト縮減を前提とした、二酸化炭素排出量の削減のための省エネルギ

ーを行うに当たっての方策 

② 施設の機能・品質確保を前提とした、工期短縮及びコスト縮減を行うに当たっての方策 

③ 建設予定地の環境、建物(診療所を併設した研究施設)及び施設の利用者の特性をふまえた外観
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イメージの提案 

（５） プレゼンテーション、ヒアリング【審査のウェートは100分の4】 

専門技術力、取り組み姿勢、コミュニケーション力 

 

１２ 公示の写し  別紙「公示」のとおり   

  

１３ 契約書作成の要否等   要   別紙「契約書」（圧縮ファイルに収納）により契約書を作成する。 

 

１４ 支払条件  業務委託料は、請求に基づき、各年度 １回支払う。 

 

１５ 参加表明書の提出期間、場所及び方法等    

（１） 上記９に掲げる資格を満たしていない者も参加表明書を提出することができるが、下記1８（２）①の提出

期限の日において、当該資格を満たしていなければならない。 

（２） 参加表明書の提出期限、場所及び方法等   

① 提出期限 ２０２３年 ４月１４日 (金)   １６時００分  ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く 

② 提出方法 上記４へ持参又は郵送（書留郵便等配達の記録が残る方法に限る。）すること。 

③ 提出場所 上記４に同じ    

④ 提出部数 参加表明書 １部 

             秘密保持誓約書（別紙１）  １部  

   技術資料 ８部 

 

１６ 提出要請者の選定     

（１） 参加表明者が、上記９に掲げる資格を満たしているか否かの確認を上記1５（２）①の提出期限の日を基

準日として行う。ただし、上記７（１）に掲げる資格を満たしていない者であっても、下記1８（２）①の提出期

限の日において当該資格を満たしていることを条件として、当該資格を満たしていることを確認する。 

（２） 上記９に掲げる資格を満たしている参加表明者の中から、上記１０に掲げる基準に基づき、 技術提案書

の提出を求める者（以下「提出要請者」という。）を５者程度選定する。 

（３） 上記（２）の選定の結果は、書面により通知する。 

 

１７ 非選定理由に対する質問書の提出期限、場所及び方法等 

（１） 提出要請者に選定されなかった者は、書面（様式は自由）により、その理由について説明を求めることが

できる。 

（２） 質問書の提出期限，場所及び方法    

① 提出期限 ２０２３年 ５月 ２日 (火)   １６時００分 

② 提出場所 上記４に同じ    

③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等配達の記録が残る方法に限る。）すること。 

（３） （１）の質問に対する回答期限及び方法   

① 回答期限 ２０２３年  ５月 １２日 (金)   

② 回答方法 質問回答書を郵送する。  

 

１８ 技術提案書の提出期限，場所及び方法等    

（１） 上記1６（３）の通知により技術提案書の提出を求められた者は，技術提案書を提出することができる。 

（２） 技術提案書の提出期限，場所及び方法等   

① 提出期限 ２０２３年 ５月１１日 (木)   １６時００分  ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く 

② 提出場所 上記４に同じ   
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③ 提出方法 上記４へ持参又は郵送（書留郵便等配達の記録が残る方法に限る。）すること。 

④ 提出部数 技術提案書 １部  

   技術資料 ８部 

（３） 提出期限までに技術提案書を提出しない者は，技術提案書の提出を辞退したものとみなす。 

 

 

１９ 技術提案書の特定    

（１） 技術提案者が，上記７に掲げる資格を満たしているか否かの確認を上記1８（２）①の提出期限の日を 

基準日として行う。 

（２）上記９に掲げる資格を満たしている技術提案者の技術提案書の中から、上記１１に掲げる基準に基づき、

技術提案書を特定する。 

なお、当該技術提案書に次ぐ技術提案書を次順位として選定する場合がある。 

（３） （２）の特定の結果は、書面により通知する。 

 

２０ 非特定理由に対する質問書の提出期限，場所及び方法等 

（１） 技術提案書を特定されなかった者は，書面（様式は自由）によりその理由について説明を求めることがで

きる。 

（２） 質問書の提出期限、場所及び方法   

① 提出期限 ２０２３年 ６月６日 (火) １６時００分 

② 提出場所 上記３に同じ   

③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等配達の記録が残る方法に限る。）すること。 

（３） （１）の質問に対する回答期限及び方法  

① 回答期限 ２０２３年 ６月 １５日 (木)  

② 回答方法 質問回答書を郵送する。 

 

２１ 説明書に対する質問書の提出期限、場所及び方法等 

（１） 説明書に対する質問がある場合は、書面（様式は自由）により提出すること。 

（２） 質問書の提出期限、場所及び方法   

① 提出期限 ２０２３年 ４月２５日 (火) １６時００分 ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く 

② 提出場所 上記３に同じ   

③ 提出方法 上記３へ持参又は郵送（書留郵便等配達の記録が残る方法に限る。）すること。 

（３） （１）の質問に対する回答期限及び方法  

① 回答期限 ２０２３年 ４月２８日 (金)  

② 回答方法 質問回答書を郵送する。 

 

２２ その他     

（１） 手続において使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限る。 

（２） 参加表明書及び技術提案書の作成及び提出に要する費用は、参加表明者及び技術提案者の負担とす

る。 

（３） 契約保証金 納付   

 契約金額の10分の１以上の契約保証金を納付すること。ただし、保険会社との間に当研究所を被保険者

とする履行保証保険契約（契約金額の10分の１以上）を締結し、その証書を提出する場合は、契約保証

金を免除する。 

（４） 参加表明書又は技術提案書の無効等  

① 同一の者が単体又は共同体の構成員として複数の参加表明書を提出した場合、若しくは参加表明者
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が他の参加表明者の協力事務所になっている場合は，当該参加表明書は全て無効とする。 

② 虚偽の内容が記載されている参加表明書又は技術提案書は無効とし、提出要請者としての選定及び

技術提案書の特定についてはこれを取消す。 

③ 参加表明書又は技術提案書が次の条件の一に該当する場合は失格となることがある 

   ア 「参加表明書作成要領」又は「技術提案書作成要領」に示された条件に適合しないもの。 

   イ 提出期限、場所及び方法等に適合していないもの。 

   ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

   エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

   オ 許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの。 

（５） 手続における交渉の有無  無   

（６） 当該業務に直接関連する他の業務の契約を当該業務の契約の相手方と随意契約により締結する予定

の有無  無 

（７） 関連情報を入手するための照会窓口  上記４に同じ  

（８） 参加表明書及び技術提案書は返却しない。ただし、技術提案書を特定した技術提案者の参加表明書及

び技術提案書以外は、提出時に返却の希望があったもののみ返却する。 

なお、返却を希望する者は、その旨を参加表明書及び技術提案書に記載すること。 

（９） 参加表明書及び技術提案書は、本手続以外に参加表明者及び技術提案者に無断で使用しない。 

ただし、参加表明書及び技術提案書は，公正性，透明性及び客観性を確保するため必要があるときは、

公表することがある。 

（10） 参加表明書及び技術提案書は，特定を行う作業に必要な範囲において，複製を作成することがある。 

（11） 参加表明書及び技術提案書の提出期限以降における参加表明書及び技術提案書の差し替え及び再

提出は認めない。また，参加表明書及び技術提案書に記載された担当予定技術者は、病休、死亡、退

職等の極めて特別の理由があると認めた場合を除き変更することはできない。 

なお、当該技術者の変更を認めた場合を除き当該技術者を配置できない場合は、提出要請者としての

選定及び技術提案書の特定についてはこれを取り消す。 

（12） 参加表明書及び技術提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解なく公表又は

他の目的のために使用することはできない。 

（13） 提出要請者の選定及び技術提案書の特定その他の手続に不服がある者は、書面を受け取った日の翌

日から起算して７日（土曜日、日曜日及び休日を含まない。）以内に書面により、放射線影響所に対して、

再苦情の申立てを行うことができる。 

なお、再苦情申立ての受付期間及び受付窓口等は次のとおりとする。 

① 受付期間 ２０２３年 ６月２６日 (月) 土曜日、日曜日及び休日を除く 

９時００分から１６時００分まで 

② 受付窓口及び再苦情申立てに関する手続等を示した書類の入手先は、上記３に同じ。 

（1４） 特定された者の技術提案に盛り込まれた内容のうち、発注者が実施すべきと判断したものについては、

特記仕様書に明記することとする。 


